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第１章 宇都宮駅東口地区整備方針策定の主旨 

 

１ 策定の目的 

 

本市は，栃木県のほぼ中央に位置し，市内には，東北新幹線，東北自動車が南

北に，北関東自動車道が東西に通っており，東京圏から東北・北海道方面に向か

う国土の新たな発展軸と太平洋から関東内陸部や日本海に向かう首都圏における

大環状連携軸が交差する北関東の中枢拠点となっている。また，近年の高速交通

体系の整備により，さらに交流圏が拡大し，北関東地域の一大拠点としての役割

が期待されている。 
特に，宇都宮駅東口地区は，広域かつ域内交通の要衝に位置し，本市が目指す

都市の姿である「ネットワーク型コンパクトシティ」の中核となる「都市拠点」

として「土地利用の適正化」と「拠点化の促進」を図り，都市文化の創造と発信

としての拠点や高次な都市機能を備える商業・業務地としての形成が求められて

いるところであり，本地区の整備は，本市が目指す都市空間を形成するためには

欠かすことのできない重要な取組となっている。 
このようなことから，本地区の整備においては，広域かつ多様な交流や賑わい

の創出と，これによる都市の競争力や地域経済の活性化などに資する高次な都市

機能の集積が必要であり，この実現に向け，民間の有する企画力・資金力などを

最大限に活用したＰＰＰ（公民パートナーシップ）によるまちづくりを進めるた

め，宇都宮駅東口地区整備推進懇談会からの提言書やＪＲ宇都宮駅周辺地区整備

調査特別委員会からの報告書，対話型市場調査などのこれまでの検討結果を踏ま

え，本地区のまちづくりの基本方針や導入機能などに関する本市の基本的な考え

方を示した「宇都宮駅東口地区整備方針」を策定するものである。 
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２ 宇都宮駅東口地区整備事業のこれまでの経緯と検討経過 

 

平成元年より，宇都宮駅東口地区の市有地及び鉄道施設跡地等の大規模空閑地

を有効に活用し，交通結節機能の強化や新たな高次都市機能の導入による新都市

拠点の形成を目的に，有識者の提案，市民意識調査や企業ヒアリング調査等が行

われてきた。 
平成１５年に，本市では，市民意識調査を実施するとともに，本市とともにま

ちづくりを実施する事業パートナーの選定を目的に，「宇都宮駅東口地区整備に関

わる提案競技」を実施し，最優先交渉者を決定した。 
平成１７年度には，これまでの検討や最優先交渉者による提案などを踏まえ，

本地区のまちづくりにおける将来像を明らかにするとともに，この将来像を実現

する基本方針として「宇都宮駅東口地区整備基本計画」を策定するとともに，土

地区画整理事業による駅前広場などの基盤施設の整備に着手した。 
平成２０年度には，土地区画整理事業の換地処分を行い，基盤施設の整備を完

了するとともに，立地施設の整備に向け，最優先交渉者との継続的な協議を実施

した。 
平成２１年度には，社会経済環境の激変などにより，最優先交渉者から辞退届

が提出されたことから，改めて，地区整備事業の早期開始に向け，有識者や地元

経済会，公募市民等で構成する「宇都宮駅東口地区整備推進懇談会」を設置した

（平成２１年１１月）。 
平成２３年度には，上記懇談会から，まちづくりの方向性である「広域交流」

や「賑わいの創出」に資する望ましい機能，中核施設の在り方のほか，地区整備

の実現に向けた配慮・検討事項などが示された提言書が提出された（平成２４年

３月）。 
平成２４年度には，「ＪＲ宇都宮駅周辺地区整備調査特別委員会」から，本地区

整備の基本方針の策定に向けた検討事項などをまとめた報告書が提出された（平

成２５年３月） 
平成２５年度には，こうした提言書等に基づく地区整備の実現性について十分

な検証を行うため，事業への参画意向のある民間事業者を対象に実現可能な事業

プラン（導入機能・施設や事業化条件等に係る提案）を求め，これらについて意

見交換を行う「対話型市場調査」を行った。 
その後，対話型市場調査の結果を踏まえた課題の検証を行うとともに，民間事

業者と事業の実現に向け，継続的に意見交換を実施してきた。 
  



 

3 
 

【基本計画等の概要】 
 地区整備の基本的な考え方 導入機能 

宇都宮駅東口地区

整備基本計画 
既存産業の振興や新たな

産業の集積，本市と国内外

との情報交流の促進や賑

わい創出に資する施設の

整備 

【開発の核となる機能】 
業務，産業振興，広域交流（コンベ

ンション施設），高度情報発信，学

術，宿泊 
【本地区の魅力を更に高めるため

の機能】 
商業，生活利便，居住 

宇都宮駅東口地区

のまちづくりにつ

いて 
（提言書） 

地域経済の活性化に資す

る産業拠点の形成や情報

の受発信拠点の形成，多様

で広域的な交流空間の創

出，交通結節機能の強化 

【中核機能】 
・ シティセールス機能 
⇒ コンベンション施設 

・ 賑わい創出機能 
⇒ 商業，業務，宿泊，交流広場

【補完機能】  
・ 産業振興機能， 

市民サービス機能 
ＪＲ宇都宮駅周辺

地区整備調査特別

委員会報告書 

交通結節機能の強化，官民

連携，環境に配慮，景観・

アメニティに配慮，自転車

のまち宇都宮を考慮 

方針の策定に向けた検討事項とし

て，費用対効果の高い施設内容の検

討や公民連携，民間ノウハウの活

用，防災や景観等への配慮など 
 
【対話型市場調査 結果概要】 
  
○ 参加事業者 

７社（事業用地活用事業者：５社，中核施設の運営主体：２社） 
○ 提案の概要のまとめ 
・ 事業用地活用提案としては，大型商業施設を核にコンベンション機能を含め，

全てを民間が事業主体となって整備する提案と，住宅を核にホテルや業務など

多様な機能で構成するが中核施設（コンベンション又はアリーナ）は公共が整

備する提案の２つに大別 
 ※ 大型商業施設の立地に伴う周辺への影響などが課題となった。 
・ 中核施設について，スポーツイベントやコンサートなど興行利用を主な催事

とするアリーナ施設は，全国での施設整備事例が乏しいことや，本市での各種

イベント需要の見込みが立たないことから，事業成立が困難であることを確認



 

4 
 

３ 上位計画の位置付け 

 

(1) 第５次宇都宮市総合計画 

本市が将来にわたり持続的に発展が可能な都市空間の在り方として「ネット

ワーク型コンパクトシティ（連携・集約型都市）」の形成を掲げている。 
宇都宮駅東口地区は，ネットワーク型コンパクトシティの中核となる「都市

拠点」に位置付けられており，都市拠点については，高度な機能が高密度に

集積する，本市における中枢拠点，広域的な交流や賑わいを創出する拠点の

形成を図るとしている。 
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(2) 第２次宇都宮市都市計画マスタープラン 

将来の都市像の整備の方向性として，ネットワーク型コンパクトシティの形

成を進めるために，「安心して快適に住み続けられる都市」・「活力・魅力を創

造し続けられる都市」・「快適で安全に移動できる都市」・「環境と共生した都

市」の４つを都市づくりの目標として設定している。 

宇都宮駅東口地区を含む中心市街地においては，商業業務機能や行政機能，

交流機能をはじめとした諸機能が集積する「都心拠点」として位置付けられ，

都心拠点については，複合的で高度な土地利用を促進し，魅力ある空間形成

などにより，広域的に人，もの，情報が集積・交流する本市の顔となるまち

づくりを図ることとしている。 

 
  



 

 

 

(3) 宇都宮

「高次

力ある都

らには全
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駅周辺地
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業

【ＪＲ

 宇都

駅東西

を促進
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 テク

国際，

た「も

新しい

駅西口

 関東

域に対

域を対

を目指

 
 

宮市都心部グ

次な都市機能

都心部の形成

全国的なネッ

Ｒコア※2」 を

地区は以下の

センターコ

魅力ある都

「商業機能

能」，「住居

ＪＲコア 

ＪＲ宇都宮駅

「交通結節機

業支援機能」

Ｒ宇都宮駅周

都宮の産業や

西の連携に配

進する都市拠

口地区 
クノポリス等

全国的な中

もの・技術・

い都市拠点の

口地区 
東北部，さら

対応した本市

対象とする質

指す。 

グランドデザ

能を備えた賑

成をリードす

ットワーク

を核に据え

のとおり位置

コア 

都心部の形成

能」，「交流機

居機能」等の

駅周辺地区

機能」の充実

」等の集積

周辺地区】

や生活文化の

配慮しながら

拠点の形成を

等の高度技術

中枢機能とし

・情報」を全

の形成を目指

らには全国と

市の玄関口と

質の高い高次
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ザイン 

賑わいと多

する中心地区

の拠点とし

ることとさ

置付けられて

成をリードす

機能」の充実

の集積を図る

を新都市拠

実を中心に，
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の発展を支
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全国・海外に
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ている。 

する中心地
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える都市部
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新たに，「市

「業務機能」

コンベンシ

の核として

務・生活・

に位置する
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とともに，2

位置する条

連携を図りな

より，広域

実現に向け，
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文化などの

ることを踏ま

部地域で創造

21 世紀にお
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域交流拠点の
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辺地

都宮
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ス機
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の交流
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(4) 宇都宮

ネット

ワーク

などの都

推進して

宇都宮

区域の

活力を生

業施設や

積を求

宮市立地適正
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ている。 
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中に位置付

生かしなが

や病院・大

められる地

正化計画 

コンパクトシ

連携を図り

活を支える機

区は，中心市

付けられてお

ら，拠点形

大学，コンベ

区となって
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シティを具現

ながら，居

機能の立地誘

市街地等を含

おり，低未利

形成や都市の

ベンション施

ている。 

現化してい

居住や医療

誘導によりコ

含む約３２

利用の大規模

の生活利便性

施設などの高

くために，公

・福祉，子育

コンパクトな

５ｈａの高次

模公有地等を

性を高めるた

高次で多様な

公共交通ネ

育て支援，

なまちづく

次都市機能

を活用し，

ため，大規模

な都市機能

ット

商業

りを

誘導

民間

模商

の集
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章 本地区

宇都宮駅東

少ない大規

また，今後

で，様々な

性がより高

【事業対象

項 

所在

敷地

駅から

用途

防火

容積率・

その

地域

の現況 

東口地区の事

規模な面積を

のＬＲＴ整

ビジネス機

まることが

象用地】 

目 

在地 

地面積 

らの距離 

途地域 

火地域 

建ぺい率 

の他 

域地区 

事業用地は，

を有する敷地

整備により，

機会の創出や

が期待されて

栃木県宇都

中央街区

宇都宮駅改

商業地域

中央街区

中央街区

南街区：

・宇都宮駅

・宇都宮市

8 

市内の交通

地となってい

更なるアク

や交流人口の

ている。 

都宮市宮み

２３，０

改札口から

：防火地域

：６００％

４００％，

駅東口地区

市景観計画

通利便性が高

いる。 

クセス性の向

の大幅な増加

内   容

らい１及び

４２㎡ 南

約２００ｍ

南街区：

，８０％

８０％ 

地区計画（

における景

高い土地の中

向上など集客

加が見込まれ

容 

び２の一部 

南街区 ４，

 

準防火地域

  

（交流広場な

景観形成重点

中央

約 2.

南街区 
約 0.4ha

中において

客力が高ま

れ，本地区

０２４㎡ 

域 

など） 

点地区 

央街区 
.3ha 

a 

も，

るこ

の拠
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第３章 本地区のまちづくりの基本方針 

 

１ 地区整備の基本方針 

(1) コンセプト 

 

「うつのみやの未来を拓く新たな魅力の創造・交流と賑わいの拠点」 
 

宇都宮駅東口地区は，広域交通及びＬＲＴの起点となる域内交通の要衝であ

るとともに，本市に残された開発ポテンシャルの高い，貴重な市有地であるこ

とから，公共と民間が適切な役割分担の下，「人・もの・情報」などの交流と賑

わいの創出，これによる地域経済の活性化や都市の魅力向上などに資する多様

で高次な都市機能の導入を図ることにより，新たな都市拠点の形成を目指す。 

また，県都の顔である宇都宮駅東口地区全体を象徴的な都市空間とするため，

宇都宮駅やＬＲＴの停留場と中央街区等との連続性のある空間の確保，ＬＲＴ

の乗入れ空間を含め，地区全体を統一感のある空間として形成するなど，ＬＲ

Ｔとの一体感の醸成を目指す。 

さらに，周辺街区や他の施設との連携などにより，より大きな規模の催事開

催や多くの集客などを可能とする開発効果の高い地区整備を目指す。 

 

(2) 本地区のまちづくりのテーマ 

本地区のまちづくり基本方針の実現に向け，時代の潮流や市民生活を取り巻

く環境の変化，市民の価値観の変化などを考慮し，以下の 4 つのテーマを基本

に地区整備を進める。 
 

ア 交流と賑わいの創出 

社会環境の変化や，多様化する市民ニーズに対応するため，多様な都市機

能を導入し，広域からの人・もの・情報の集積や交流人口の拡大を図るとと

もに，新たな拠点にふさわしい恒常的な賑わいの創出を図る。 

  

イ 県都の顔となる魅力ある都市空間の形成 

・ 県都の顔にふさわしい風格や魅力を備えるため，周辺街区，宇都宮駅や

ＬＲＴの停留場を含め，交流広場や立地施設，ＬＲＴの導入空間などにお

ける歩行者動線などの連続性や景観の調和を図るなど，一体感が醸成され

た都市空間の形成を目指す。 

 ・ 本市の知名度やブランド力の向上を図るため，地区整備に当たっては，

地域資源である大谷石などを積極的に活用し，本市の魅力の発信に努める。 
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ウ 環境負荷の低減 

低炭素化を促進するため，交流広場などの積極的な緑化，立地施設の省エ

ネルギーや自然エネルギーの活用など，環境負荷の低減に効果のある施設・

設備の導入に努める。 
 

エ 安心で快適なまちづくり 

・ 来街者等の安全を確保するため，地域防災計画等と整合を図りながら，施

設の耐震性や災害時における帰宅困難者の一時的な避難スペースの確保に

努めるとともに，県下最大の繁華街に隣接する地区であることなどを考慮し，

防犯に配慮した地区整備に努める。 
・ 子どもから高齢者まで，全ての人が快適に本地区を訪れることができるよ

う，ユニバーサルデザインに配慮した地区整備に努める。 
 

２ 導入機能の基本的な考え方 

 

本地区への導入機能としては，地区整備の基本方針を踏まえ，以下のとおり設定

する。 

 

(1) 本地区の開発の核となる機能 

交流と賑わいの創出に資する機能とする。 
⇒ コンベンション※施設，交流広場，商業施設，業務施設，宿泊施設などを

想定 
 

(2) 核となる機能との相乗効果を図るための機能 

核となる機能との相乗効果を図り，本地区の魅力を更に高める機能とする。

⇒ 医療施設，福祉施設，駐車場，駐輪場などを想定 
 

※ コンベンション 

・ 一般的には「人が日常的に共通の目的を持って，一定の場所に集合する催し」

を指す。具体的には，会議（私企業による会議や学術組織などによる学術集会，

研究発表会，業界団体の年次総会などを含む。）やセミナー，研修会，展示会など

を指すことが多い。（広義では，コンサートやスポーツイベントまでを含めること

もある。） 

・ 近年では，狭義のコンベンションではなく，大規模な国際会議から，小規模な

企業ミーティング，報奨旅行（インセンティブ旅行），各種イベント，見本市・展

示会を包含する広範囲の概念を示すＭＩＣＥ（Meeting Incentive（Travel）

Convention Event 又は Exhibition）として捉えている。 
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第４章 公共施設整備の基本方針 

 

１ 公共施設の基本方針 

 
  多くの集客や多様な催事開催による経済波及効果の発生，都市の魅力向上等に

資するコンベンション施設を整備するとともに，宇都宮駅やＬＲＴ利用者，来街

者の滞留の場となり，コンベンション施設等との一体的な利用を可能とするため

の交流広場，宇都宮駅等の利用者やコンベンション施設利用者のための駐車場，

駐輪場を整備・確保する。 
 
【公共施設の整備内容】 

⑴ 核となる機能 

ア コンベンション施設 

① 整備の方向性 

本市での需要が見込まれる学会，展示会，発表会等の開催を通じたビジ

ネス機会の創出などの産業振興，催事参加者の消費活動などによる地域経済

への効果の発生，音楽発表やコミュニティ活動など，多様な市民活動による

地域の活性化，市民の最先端技術に触れる機会の提供や世界レベルの催事開

催による都市の魅力・競争力の向上に資する施設とする。 

     

② 想定する規模・仕様 

需要が見込まれる学術会議や展示会等に対応できるよう，２千人規模程

度の催事の開催に対応可能な施設とする。 

※ 想定する主な諸室構成や規模については，以下のとおり。 

諸室 規模 

大ホール ２，０００人程度収容 

中ホール ７００人程度収容 

大会議室 ３００人程度収容×２室 

小会議室 ５０人程度収容×１０室 

合計延床面積：約１３，０００㎡を想定 

 

イ 交流広場 

① 整備の方向性 

コンベンション施設と連携したイベント開催を可能とするとともに，駅

やＬＲＴ停留場，宇都宮市道１５２５号線や各施設などへのスムーズな歩

行者動線の確保，ＬＲＴ停留場等との連続性を確保した広場とする。 
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② 想定する規模等 

５，０００平方メートルの確保を基本とする。 

※ 形状等については，民間事業者のノウハウや自由な発想を生かすた

め，民間事業者からの施設計画提案を踏まえ，決定する。 
 

⑵ 相乗効果を図るための機能 

ウ 公共駐車場 

① 整備の方向性 

駅等の利用者やコンベンション施設利用者のための駐車場を確保する。 

 

② 想定する規模等 

駅利用者のための既存駐車台数とコンベンション施設やＬＲＴなどの利

用者を想定し，１６０台分を確保する。 

 

エ 公共駐輪場 

① 整備の方向性 

駅等の利用者やコンベンション施設利用者のための駐輪場を確保する。 

 

② 想定する規模等 

・ 既存（南街区）の駐輪台数とコンベンション施設やＬＲＴなどの利用

者を想定し，２，５００台分を確保する。 

・ 地区内での交通事故抑制などの観点から，南街区に整備する。 

 

オ 歩行者デッキ 

① 整備の方向性 

事業者決定後の施設計画等を踏まえ，民間事業者と費用負担など役割分

担について協議し，歩行者の安全性や利便性の確保が必要となる場合に整

備することを基本とする。 

 

② 想定する規模等 

今後の施設計画等を踏まえ決定する。 
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２ 施設整備の考え方 

 

⑴ コンベンション施設，駐輪場，交流広場 

 市民サービスの向上や，効果的な管理・運営が実現可能な施設整備に向け，

歩行者動線や意匠，機能連携など，民間施設等との一体性の確保を図るため，

民間事業者が全ての立地施設の設計，施工を一括して実施することを基本とす

る。 
※ コンベンション施設は分棟整備を基本とし，南街区に配置予定の駐輪場は

土地の高度利用を図るため，民間施設との合築も可能とする。 
 

⑵ 駐車場 

当地区の立地特性上，駐車場は高い収益性が期待できること，また，利用者

の利便性向上の観点から，民間事業者が提案する施設の附置義務駐車台数と本

市の必要駐車台数を合わせた施設を民間事業者が整備・運営（独立採算）する

ことを基本とする。 
 

 ⑶ 共通事項 

    施設整備に当たっては，地域資源である大谷石などの活用，緑化など環境負

荷の低減に努めるとともに，駅等の利用者の安全性や快適性などに配慮する。 
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第５章 民間施設誘導の基本方針 

 

 １ 民間施設の基本方針 

 

   市民の多様なニーズに対応するとともに，県都の新たな顔にふさわしい多様で

魅力の高い民間施設の誘導を目指す。 

 

【民間施設の想定内容】 

⑴ 核となる機能 

ア 商業施設 

   ・ 消費者の購買動向やニーズの変化を的確に捉えた特色と魅力あふれる多

様なサービス（様々な時間，空間，体験など）を提供する都市型施設の誘

導を目指す。 

・ 商業施設の規模については，これまでの当地区のまちづくりに関する検

討経過や県下最大のターミナル駅の駅前広場に隣接する立地を踏まえ，延

床面積４．３万平方メートル程度，店舗面積１．８万平方メートル程度の

範囲内とすることを基本とする。 
 

イ 宿泊施設 

コンベンション施設との連携により，より高い集客や魅力的な催事の開催

が可能となるなど，相乗効果が図られるとともに，観光客や来街者のくつろ

ぎや安らぎの空間として，質の高いサービスを提供する宿泊施設の誘導を目

指す。 

 

ウ 業務施設 

本市の東部地域に広がる高度技術産業ゾーンの玄関口に位置するとともに，

ＬＲＴの起点であり，東北新幹線が停車する駅の隣接であることなどから，

企業活動の場となる業務施設の誘導を目指す。 

 

⑵ 相乗効果を図るための機能 

・ 市民の健康で豊かな生活を支えるため，宇都宮市立地適正化計画に定める

都市機能誘導施設立地促進補助金の対象施設となる医療施設や福祉施設など，

質の高い市民サービスを提供する施設の誘導を目指す。 

・ 民間提案に基づく民間施設利用者のための駐車場・駐輪場を確保する。 
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２ 施設誘導の考え方  

・ 民間施設は，より優れた提案が行われるよう，提案の自由度を高め，民間事

業者のノウハウを最大限活用することを基本とする。 
・ 施設整備に当たっては，地域資源である大谷石などの活用，緑化など環境負

荷の低減に努めるとともに，施設利用者等の安全性や快適性などに配慮する。 
 

 
第６章 地区の管理・運営の考え方 

 

本地区の利用者にとって利便性が高く，安全・安心で魅力あるまちであり続けら

れるよう，公共と民間の一体的な協力の下，以下のような地区の管理運営の仕組み

を目指す。 

 

・ 長期的な視点に基づき，常に魅力の高い快適な空間を提供するなど，持続的か

つ安定的な地区の管理運営に努める。 

・ コンベンション施設や交流広場などの公共施設は，民間活力の積極的な導入を

図り，民間施設との機能連携や相乗効果の発揮に努める。 
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第７章 今後の事業者募集に向けて 

 

本事業の実施に当たっては，民間事業者の事業参画の促進，市の財政負担の軽減

等が重要となることから，以下のとおりの事業手法を基本とする。 

 

１ 事業手法の基本的な考え方 

・ 民間施設の土地利用は，定期借地方式を基本とする。 
※ ただし，南街区については，民間事業者の事業参画の促進を図るため，施

設提案に応じて土地の一部売却を認める。 
・ 公共施設と民間施設の一体的な整備を実現するため，事業実施において求め

られる要素は，次のとおり。 
○ 施設整備コストの削減を図ること 
○ 維持管理と運営の効率化を図ること 
○ 施設機能及び構成，デザインの一体性を確保すること 
○ 事業としての成立と継続リスクの低減を図ること 

・ これらに対応するためには，事業全体の設計，建設，維持管理，運営の業務を

一体的に実施できる方法が有力となる。 
 
２ 事業手法 

(1) 中央街区 

中央街区における事業については，事業用敷地に定期借地権を設定し，民間

施設（商業施設等及び駐車場）を所有・運営する事業者に土地を貸し付ける。 
 

(2) 南街区 

南街区における事業については，事業用敷地に定期借地権を設定し，民間施

設（商業施設等及び駐車場）を所有・運営する事業者に土地を貸し付ける，又

は，事業用敷地を一部売却する。 
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② 応募者の構成員 

公共施設を設計・建設する企業，民間施設を所有・運営する企業，コン

ベンション施設を管理・運営する企業等とする。 

 

イ 構成員の資格 

事業の実現性，継続性を担保する観点から，事業の実施に必要となる知識，

経験，資格，資力，信用などを有することを要件とする。 
※ 地域経済活性化の観点から，地元企業を積極的に活用する。 
 

ウ 審査方法 

今後，設置を予定する（仮称）事業者選定委員会において，本市のまちづ

くりへの貢献など，提案書に記載された「定性的事項」及び事業用地の提案

貸付料や地区整備による集客規模等の開発効果などの「定量的事項」の審査

を実施し，総合的な評価を行う。 
    

エ 契約方法 

① 基本協定 

優先交渉権者の決定後，速やかに，市と優先交渉権者は，事業契約等の

締結に向けた双方の協力義務等を定めた基本協定を締結する。 
     

② 事業契約 

     ・ 基本協定の締結後，市は，優先交渉権者がグループの場合は，この構

成員のうち公共施設を設計・建設する企業及び民間施設を所有・運営す

る企業と施設整備における業務分担やリスク分担等に関する事項を規定

する事業契約を締結する。 

・ また，優先交渉権者がＳＰＣの場合は，このＳＰＣと事業契約を締結

する。 

      ※ 構成員であるコンベンション施設管理運営会社又はＳＰＣとは，指

定管理者の指定に関する議会の議決後，協定を締結する。 
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５ 想定スケジュール 

 

民間事業者募集は，以下のスケジュールで実施することを予定する。 

項  目 予定時期 

募集要項等の公表 平成３０年 ３月 ２日（金） 

提案書の受付 平成３０年 ５月 末 

応募事業者のプレゼンテーションの実施 
平成３０年 ６月 ～ 

優先交渉権者の決定 

基本協定の締結 
平成３０年 ７月 ～ 

事業契約等の締結 

 

 


